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1. 目的 

新規制基準を適用するに当たり，建設時の工事計画認可申請等既工認と比べて耐震計算を必要

とする設備の種類・数が増加し，これに伴い，記載内容も既工認の記載事項には収まらない多様

なものとなった。本資料「機電設備の耐震計算書の作成について」は，耐震計算書を地震応答解

析及び応力評価手法等による分類を行い，それぞれの分類において耐震計算書の構成・記載程度

について整理することで，耐震計算書の品質向上に資するものである。 

本資料及び「グランドルール」は，耐震計算書作成の手引きとして使用するものであり，設備

や評価手法の独自性を踏まえて，本資料と異なる記載を妨げるものではない。 

 

2. 適用範囲 

本資料は，柏崎刈羽原子力発電所第７号機の工事計画認可申請における添付書類のうち「Ⅴ-2

耐震性に関する説明書」及び「Ⅴ-2-別添」の機電設備に適用するものとする。 

 

3. 基本方針 

耐震計算書の品質向上のため，耐震計算書は評価手法に基づき体系的に分類し，同じ分類に属

する耐震計算書においては章構成，内容，用語等をできるだけ統一的な記載とする。具体的には

以下の方針に基づいて本資料を作成し，本資料を耐震計算書の記載の手引きとして活用する。 

・耐震計算書を分類し，分類ごとに章構成をできるだけ統一する。 

・分類に当たっては耐震計算書分類のフロー図を作成し，これに基づき耐震計算書を分類する。 

・分類は地震応答解析，応力評価方法等により分類する。
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4. 機電設備耐震計算書の分類と構成について 

 図 4－1に機電設備耐震計算書の分類と各分類の構成を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パターン 
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［付録-6参照］ 
Ｃ-1 

［付録-7-1参照］ 
Ｃ-2 

［付録-7-2参照］ 
Ｄ 

［付録-8参照］ 
Ｅ 

［付録-9参照］ 
該当設備 
（例） 

水圧制御ユニットなど 可燃性ガス濃度制御系再結合装置な
ど 

非常用ディーゼル発電設備など 主蒸気管放射線モニタなど 残留熱除去系熱交換器入口温度など 

計算書
＊5
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6. 評価結果＊4 ・・・・・・・ ⑩ 
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4. 機能維持評価・・・・・・・⑨ 

  4.1 機能維持評価用加速度 
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5. 評価結果＊4・・・・・・・・⑩ 
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パターン 
Ｆ（横軸ポンプ） 
［付録-1参照］ 

Ｆ（容器） 
［付録-2参照］ 

Ｆ（たて軸ポンプ類） 
［付録-3参照］ 

Ｆ（電気品，盤,ラック,スタンション） 
［付録-4参照］ 

Ｆ（管） 
［付録-10参照］ 

該当設備 

（例） 

燃料プール冷却浄化系ポンプ， 

非常用ガス処理系排風機など 

ほう酸水注入系貯蔵タンク， 

燃料プール冷却浄化系熱交換器など 

残留熱除去系ポンプなど ＡＭ用直流 125V充電器など 配管 

計算書
＊5
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注記＊1：波及的影響を及ぼすおそれのある施設のみ記載 

＊2：動的又は電気的機能維持評価が必要な設備のみ記載 

＊3：機能維持評価で詳細評価が必要な場合（機能確認済加速度を超えた場合）の記載は付録-5を参照する。 

＊4：設計基準対象施設単独又は重大事故等対処設備単独の場合は該当する項目のみ記載する。 

＊5：各計算書の目次は，グランドルールに従った章構成とする。 

 

 

 
図 4－1 機電設備耐震計算書の分類と各分類の構成 

Start 

個別に地震応答解析等の 

説明が必要な設備 

【固有値】 

試験 
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解析 
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・ポンプ類 

・電気品 

・管 

【応力】 

理論式 

による計算 

 

【荷重】 

解析 

【荷重】 

理論式 

による計算 

 

【応力】 

理論式 

による計算 

 

【応力】 

理論式 

による計算 

 

【応力】 

理論式 

による計算 

 
C-1 C-2 D 

機能維持評価のみを 

実施する設備 

E 

【固有値】 

理論式 

による計算 

【荷重】 

理論式 

による計算 

 

【荷重】 

理論式 

による計算 

 

Ⅴ-2-1-14 添付資料 1～9 におい

て地震応答解析が説明されてい

る補機［容器,ポンプ類,電気品

（盤,ラック,スタンション）,管］ 
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図 4－1は各耐震計算書の第 1章「概要」から最終章「評価結果」に至るまでの基本的な章構成，

主な記載内容を示している。フローパターンはＡ～Ｆの種類があり，各耐震計算書は概ねこれら

のフローパターンに分類することができるような記載とする。設備の特性上，特殊な評価が必要

な場合でフローパターンに分類することができなくても本資料の目的を踏まえ，記載の品質向上

を図る。 

 

5. 耐震計算書記載注意事項 

以降は，柏崎刈羽原子力発電所第７号機の耐震計算書（機電分）（以下，耐震計算書という。）

における記載項目，様式及び耐震計算書作成上の注意事項について整理し，耐震計算書の作成上

の注意事項としてまとめたものである。なお，具体的な記載例は参考図書に示す。 

 

5.1 耐震計算書の全般的な注意事項 

○評価手法について 

・自プラント既工認の記載内容から変更がある場合は，その内容が分かるように記載する。自

社他プラントや既往研究の評価手法を引用する場合は，参照する工認書類等を記載する。な

お，他社プラント工認で適用実績がある評価手法を用いる場合においても，自社として初め

ての適用となる場合は内容を省略せずに記載する。 

・評価手法が既工認の記載事項から変更がなく，詳細な記載を省略する場合は，参照する工認

書類等を記載する。 

○評価対象（機器及び部位），評価内容について 

・複数の評価対象に対して代表で評価する場合は，評価対象の母集団及び代表選定の考え方（

条件が厳しい，すべて評価の上代表として記載するなど）の概要を計算書に記載する。 

・評価を省略する場合は，その理由を記載する（変更がない，他で包含されているなど）。 

・評価に当たり必要となる記号及び数値を記載する。 

○耐震計算書中で「設備分類」として，設計基準拡張設備の記載が必要な場合，次のような設備

名及び略称記載をする。 

・設備名：常設重大事故防止設備（設計基準拡張），常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）， 

・略称：常設／防止（ＤＢ拡張），常設／緩和（ＤＢ拡張）， 

 

5.2  耐震計算書の各項目の注意事項 

5.2.1 「①概要」について 

「概要」は「目的」，「評価の概要」，「設計基準対象施設としての重要度分類」，「重大事

故等対処設備としての設備区分」等を記載することを目的としている。 

・各計算書に記載する「概要」は評価目的（「十分な構造強度及び電気的機能維持を有して

いることを説明するものである。」等）を明確にし「評価結果」の章においては評価目的

に対応した結論（「設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有しているこ

とを確認した。」，「十分な構造強度及び止水性を有していることを確認した。」，「波及的影

響を及ぼさないことを確認した。」等）を記載する。 

・機能維持評価について詳細評価する場合はその旨を記載する。 

・関連する上位文書があれば記載する。 
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・Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」（以下「基本方針（添付資料）」という。）を呼び込む設備

の計算書（容器，ポンプ類，電気品）については基本方針（添付資料）のフォーマットが

使用できることについて構造上等からの適用性根拠を記載する。 

例） 

～〇〇ポンプは横軸ポンプであり～ 

 

5.2.2 「②一般事項」について 

「一般事項」においては，「配置概要（波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備

のみ記載）」，「構造計画」，「評価方針」，「適用基準」，「記号の説明」，「計算精度と数値の丸

め方」を記載し，全体ストーリーを説明することを目的としている。 

基本方針（添付資料）を呼び込む設備の耐震計算書においては，基本方針（添付資料）

に記載している項目を耐震計算書に記載する必要はない（以降の頁についても同様に基本

方針に記載されている項目を耐震計算書に記載する必要はない）。ただし，波及的影響を及

ぼすおそれのある施設に係る設備で基本方針（添付資料）に記載されていない「適用基準」

がある場合は記載する。 

・「配置概要」では，各設備の設置箇所を説明する。 

・「構造計画」では，「計画の概要」及び「概略構造図」により，「主体構造」から「支持構

造物」，据付部（ボルト，溶接部）に至るまでの荷重伝播経路を説明する。 

・「構造計画」では，「主体構造」を要目表の表現で記載する場合，必要に応じて耐震計算書

のパターンの表現（横軸ポンプ，スカート支持たて置円筒容器など）を含む表現を（ ）

付で記載する。 

・「構造計画」では，「計画の概要」と「概略構造図」の説明においては用語を統一する（以

降の頁についても同様に用語の整合性をとる）。 

・「構造計画」では，据付ボルトが後施工の場合は「概略構造図」においてアンカの種類（メ

カニカルアンカ，ケミカルアンカ）を記載する。 

・「構造計画」では，支持部が溶接の場合は溶接であることが分かるように「概略構造図」

において溶接線を記載する。 

・「評価方針」では，「構造強度は応力等が許容限界以内であること」，「機能維持確認は機能

確認済加速度以下であること」等どのような方法で確認するかを記載する。 

・「評価方針」では，原則として評価フロー図を記載し（評価手法が既工認の記載事項から

変更がなく，詳細な記載を省略するとした場合は省略可），固有周期を求めた後に設計用

地震力を定めることを示す。 

・「評価方針」では，ポンプ振動等を考慮する必要がある設備の場合は耐震評価フローにお

いて「機械的荷重」の項目を記載する。 

・「評価方針」では，屋外設備などの自然現象による荷重を考慮する必要がある設備の場合

は耐震評価フローにおいてその旨の項目及び考え方の注記を記載する。 

例） 

追加項目：自然現象による荷重の算定 ・常時荷重 
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考え方：常時荷重は，自重，風荷重を考慮するものとする。また，上面面積は小さく，

積雪荷重はわずかであるため，積雪荷重を含めない。 

・「適用基準」では，計算書において準拠する規格及び基準について具体的な規格番号，名

称，及び制定又は改訂年度も含め記載する。 

・「記号の説明」では，「記号」，「記号の説明」，「単位」を記載する。 

・「計算精度と数値の丸め方」では，「数値の種類」，「単位」，「処理桁」，「処理方法」，「表示

桁」を記載する。 

 

5.2.3 「③評価部位」について 

耐震評価を行う部位を明確にすることを目的としている。 

・5.2.2「②一般事項」の「構造計画」で示した部位に対し，評価対象を選定している理由

を記載する。 

・複数の評価対象に対して代表で評価する場合は，評価対象の母集団及び代表選定の考え方

（条件が厳しい，すべて評価の上代表として記載するなど）の概要を計算書に記載する。 

 

5.2.4 「④固有周期」について 

固有値を求めることを目的としている。固有値の求め方及び固有周期を記載する。 

・解析モデルを用いて固有周期を算出する場合（Ｃ-1他）において，「固有値解析方法」，「解

析モデル及び諸元」，「固有値解析結果」を記載する。 

- 「固有値解析方法」では，適用するモデル（三次元 FEMモデル等），使用する要素（板

要素，はり要素等）を記載する。 

- 「解析モデル及び諸元」では，内装品・取付け器具がある場合の解析モデル上での扱

い（質量や重心位置等の計算条件）を記載する。 

- 「解析モデル及び諸元」では，基礎（据付）ボルト部をモデル化していない場合は「基

礎（据付）ボルト部は剛体として評価する。」と記載する。 

- 「解析モデル及び諸元」では，モデル図，解析モデルの諸元を記載する。モデル図は，

必要に応じ，どの部分のモデルかを示す。対称性等を考慮した部分モデル（1/2モデ

ル等）は考え方を記載する。諸元は，モデルの要素数，節点数，拘束条件（完全固定，

並進方向固定，回転方向固定）等を記載する。物性値（縦弾性係数，ポアソン比等）

はモデル化した材料が複数あればそれごとに記載する（ボルトをモデル化しているな

ら，ボルトの物性値を記載する。）。 

- 「解析モデル及び諸元」では，解析に用いる計算機プログラムを記載する。 

- 「固有値解析結果」では，固有周期を記載するとともに，柔構造の場合はその振動モ

ード図及び刺激係数（刺激係数の正規化方法を含む）を記載する。 

・理論式を用いて固有値を求める場合（Ｃ-2）において，「固有周期の計算方法」，「固有周

期の計算条件」，「固有周期の計算結果」を記載する。 

- 「固有周期の計算方法」では，適用するモデル（1質点系モデル等），モデル図，計算

式を記載する。 
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- 「固有周期の計算条件」では，各項目に対する記号，単位及び数値等を記載する。 

・固有周期を振動試験等で求める場合（Ｄ）において，「基本方針」，「固有周期の算出方法」，

「固有周期の算出結果」を記載する。 

- 「基本方針」では，試験名称を記載する。 

例） 

計器スタンションの固有周期は，振動試験（加振試験）にて求める。 

【類似品の結果を流用する場合の記載例】 

計器スタンションの固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性をもつ計器ス

タンションに対する振動試験（加振試験）の結果算定された固有周期を使用する。 

- 「固有周期の算出方法」では，試験方法を記載する。 

 

5.2.5 「⑤地震応答解析及び構造強度評価」について 

地震応答解析，構造強度評価の方法及びそれらに使用する情報を記載することを目的と

している。 

・下記の項目を記載する。 

- 地震応答解析及び構造強度評価方法 

- 荷重の組合せ及び許容応力 

- 解析モデル及び諸元 

- 固有周期 

- 設計用地震力 

- 計算方法 

- 計算条件 

- 応力の評価 

・「地震応答解析及び構造強度評価方法」には以下について記載する。 

- 適用するモデル（三次元 FEMモデル等），使用する要素（板要素，はり要素等）を記載

する。 

- 公称値を使用する旨を記載する。 

- 内装品・取付け器具がある場合，解析モデル上での扱い（質量や重心位置等の計算条

件）を記載する。 

- 基礎（据付）ボルト部をモデル化していない場合は，「基礎（据付）ボルト部は剛体と

して評価する。」と記載する。 

・「解析モデル及び諸元」では，モデル図，解析モデルの諸元を記載する。モデル図は，必

要に応じ，どの部分のモデルかを示す。対称性等を考慮した部分モデル（1/2モデル等）

は考え方を記載する。諸元は，モデルの要素数，節点数，拘束条件（完全固定，並進方

向固定，回転方向固定）等を記載する。物性値（縦弾性係数，ポアソン比等）はモデル

化した材料が複数あればそれごとに記載する（ボルトをモデル化しているなら，ボルト

の物性値を記載する。）。また，解析に用いる計算機プログラムを記載する。 

・固有値解析を実施する場合は，固有周期を記載するとともに，柔構造の場合はその振動
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モード図及び刺激係数（刺激係数の正規化方法を含む）を記載する。 

・建屋壁により支持される機器，建屋中間階に設置される機器の設計用地震力は，当該機

の設置される上下階のいずれか大きい方を用いる。 

・応力の評価に使用する解析の結果を記載する（応力計算式を用いて手計算できる程度）。 

・許容応力を記載するすべての表に「当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能と

されている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。」の注記を記載す

る。 

 

5.2.6 「⑥構造強度評価」について 

応力評価の方法，応力評価に使用する情報を記載することを目的としている。 

・下記の項目を必要に応じて記載する。 

- 構造強度評価方法 

- 荷重の組合せ及び許容応力 

- 設計用地震力 

- 計算方法 

- 計算条件 

- 応力の評価 

・記載時の注意事項については 5.2.5「⑤地震応答解析及び構造強度評価」を参照。 

 

5.2.7 「⑦構造強度評価」について 

応力評価の方法，応力評価に使用する情報を記載することを目的としている。 

・下記の項目を記載する。手計算で計算するものは，計算に用いる全ての記号の値を記載

する（本文中又は計算結果の表中に記載）。 

- 構造強度評価方法 

- 荷重の組合せ及び許容応力 

- 計算条件 

・基本方針（添付資料）を呼び込む設備の計算書（容器，ポンプ類，電気品）については

評価に使用する基本方針（添付資料）を記載する。 

・その他の記載時の注意事項については 5.2.5「⑤地震応答解析及び構造強度評価」を参

照。 

・耐震クラスが Sクラスのもので，基準地震動 Ssで許容応力状態ⅢASの評価をし，弾性

設計用地震動 Sdでの評価を省略する場合は，その旨を記載する。 

 

5.2.8 「⑧機能維持評価」について 

機能維持評価方法について説明することを目的としている。 

・機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較評価を実施し，必要に応じて 

ＪＥＡＧ４６０１に記載の詳細評価を実施する。 

・ＪＥＡＧ４６０１の詳細評価を実施する場合，評価項目ごとに個別の評価書として章の
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構成を行い必要な内容を記載する。 

・機能維持評価方法の説明が必要な場合の記載は付録-5を参考とする。 

 

5.2.9 「⑨機能維持評価」について 

機能維持評価のみ確認する設備の機能維持評価の方法及び条件について説明することを

目的としている。 

・「機能維持評価用加速度」では，機能維持評価用加速度の根拠等を記載する。 

・「機能確認済加速度」では，加振試験に用いる加速度，加振試験の条件等を記載する。 

 

5.2.10 「⑩評価結果」について 

設計基準対象施設としての評価結果，重大事故等対処設備としての評価結果を記載する

ことを目的としている。 

・評価結果においては「①概要」に記載の評価目的に対応した結論を記載する。 

例） 

「設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していることを確認し

た。」 

「十分な構造強度及び止水性を有していることを確認した。」 

「波及的影響を及ぼさないことを確認した。」 
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Ⅴ-○-○-○ 〇〇〇〇ポンプの耐震性についての計算書

付録-3：基本方針（添付資料）を呼び込む設備の耐震計算書 

（Ｆパターン「たて軸ポンプ」の耐震計算書記載例） 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，〇〇〇〇ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有してい

ることを説明するものである。 

〇〇〇〇ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計基準

対象施設としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，〇〇〇〇ポンプは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載のたて軸ポンプであるため，

Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-2 たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本

方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

〇〇〇〇ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 

下線（○○）は動的機能維持評価が必要な機器の場合 

ＤＢ＋ＳＡの場合 

〇〇〇〇ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備

においては常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備に分類される。 

以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的機能 

維持評価を示す。 

2.1 配置概要 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書のみ対象とする。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備の設置箇所を説明する。 

その場合は，目次にも本項目を記載する。 

2.3 適用基準 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書のみ対象とする。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備でⅤ-2-1-14「計算書作成

の方法 添付資料-2 たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載されていない「適用基準」がある場合は記載する。その場合は，目

次にも本項目を記載する。 

 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書の目次構成は， 

「2.1 配置概要」，「2.2 構造計画」，「2.3 適用基準」となる。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプは基礎ボルトで中

央付近の基礎に据え付け

る。 

ターボ形 

（ターボ形たて軸ポン

プ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポンプベース 

原動機 原動機取付ボルト 

基礎ボルト 

原動機台取付ボルト 

ポンプ取付ボルト（上） 

ポンプ取付ボルト（下） 

原動機台 

吐出しエルボ 

○
○
○ 

○○○ 

(単位：mm) 

要目表の表現「ターボ形」に加え、耐

震計算書 Fパターンの表現「たて軸ポ

ンプ」を含む表現を（ ）付で記載す

る。 
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3. 固有値解析及び構造強度評価 

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

〇〇〇〇ポンプの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-2 たて軸ポン

プの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

〇〇〇〇ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

3.2.2 許容応力 

〇〇〇〇ポンプの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 3－2及び 

表 3－3のとおりとする。 

 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

〇〇〇〇ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 3－4に示す。 

 

ＤＢ＋ＳＡの場合 

〇〇〇〇ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表〇－〇に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表〇－〇に示す。 

ＤＢ＋ＳＡの場合 

〇〇〇〇ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表〇－〇に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表〇－〇に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

残留熱 

除去設備 
〇〇〇〇ポンプ Ｓ クラス２ポンプ＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

 

 

（ＤＢ＋ＳＡの場合，以下を追加） 

表 3－○ 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

残留熱 

除去設備 
〇〇〇〇ポンプ 常設／防止 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止(ＤＢ拡張)」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和(ＤＢ拡

張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 該当する設備分類のみ記載する。 

 

＊
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表 3－2 許容応力（クラス２，３ポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ） 

許容応力状態 

許容限界＊ 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金

については上記値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

左欄の 1.5倍の値 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 

 

左欄の 1.5倍の値 

 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

注記＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

ＤＢ＋ＳＡの場合は，ⅤＡＳを追加する。 

許容応力を記載するすべての表に「当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とさ

れている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。」の注記を記載する。 

・ＤＢ＋ＳＡの場合を示す。 

・ＤＢ単独の場合は，許容応力（クラス２，３ポンプ） 

・ＳＡ単独の場合は，許容応力（重大事故等クラス２ポンプ） 
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表 3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

 注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

 ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

 

 

ＤＢ＋ＳＡの場合は，ⅤＡＳを追加する。 

・ＤＢ＋ＳＡの場合を示す。 

・ＤＢ単独の場合は，許容応力（クラス２，３支持構造物） 

・ＳＡ単独の場合は，許容応力（重大事故等クラス２支持構造物）とする。 

許容応力を記載するすべての表に「当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とさ

れている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。」の注記を記載する。 

＊
 

＊
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

バレルケーシング 
〇〇 

(**mm＜厚さ≦**mm) 
最高使用温度  ―   

― 

コラムパイプ 
〇〇 

(**mm＜厚さ≦**mm) 
最高使用温度  

― 
  ― 

基礎ボルト 
〇〇 

(径≦**mm) 
周囲環境温度  ―   ― 

ポンプ取付ボルト（下） 
〇〇 

(径≦**mm) 
最高使用温度  ―   ― 

ポンプ取付ボルト（上） 
〇〇 

(径≦**mm) 
最高使用温度  ―   ― 

原動機台取付ボルト 
〇〇 

(径≦**mm) 
最高使用温度  ―   ― 

原動機取付ボルト 
〇〇 

 (径≦**mm) 
周囲環境温度  ―   ― 

 

オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金に

該当する場合は記載する。 

厚さ，径等による強度区分がある場合は，該当する強

度区分を記載する。 
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（ＤＢ＋ＳＡの場合，以下を追加） 

表 3－○ 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

バレルケーシング 
〇〇 

(**mm＜厚さ≦**mm) 
最高使用温度  ―   ― 

コラムパイプ 
〇〇 

(**mm＜厚さ≦**mm) 
最高使用温度  ―   ― 

基礎ボルト 
〇〇 

(径≦**mm) 
周囲環境温度  ―   ― 

ポンプ取付ボルト（下） 
〇〇 

(径≦**mm) 
最高使用温度  ―   ― 

ポンプ取付ボルト（上） 
〇〇 

(径≦**mm) 
最高使用温度  ―   ― 

原動機台取付ボルト 
〇〇 

(径≦**mm) 
最高使用温度  ―   ― 

原動機取付ボルト 
〇〇 

 (径≦**mm) 
周囲環境温度  ―   ― 

オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金に

該当する場合は記載する。 

厚さ，径等による強度区分がある場合は，該当する強

度区分を記載する。 
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3.3 解析モデル及び諸元 

固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【〇〇〇〇ポンプ

の耐震性についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。解析コードは，「ＭＳ

Ｃ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については， 

別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.4 固有周期 

 固有値解析の結果を表 3－5，振動モード図を図 3－1に示す。固有周期は，0.05秒を越えて

おり，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向は 2次モード以降で卓越し，固有周期は

0.05秒以下であることを確認した。 

 

表 3－5 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW 方向 

1次 水平 *.*** *.*** *.*** ― 

2次 水平 *.*** ― ― ― 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出

した値を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 振動モード（1次モード 水平方向 *.***s） 

 

柔構造の場合は，振動モード図を記載する。 

n次までは固有周期が 0.050sより長いモード，n＋1次は固有周期が 0.050s以下のモードを示す。 
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3.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－6に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ｖ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はＶ-2-1-6「地震応答解

析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

表 3－6 設計用地震力 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

減衰定数 

(％) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
水平 鉛直 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  ＊1 
*.*** 0.05以下 ＣＨ＝〇 ＣＶ＝〇 ＣＨ＝〇 ＣＶ＝〇 *.* ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用床応答曲線より得られる値 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線より得られる値 

 

 

 

 

 (例)     

 
0.05以下 0.05以下 

  同様の構造の盤で確認している場合 

（盤等の電気計装品） 

      

 
― ― 

  ＪＥＡＧ等で十分に剛であることが明

確な場合 

      

 
0.031 0.015 

  加振試験，打振試験，固有値解析，理

論式による算出を実施している場合 

      

 

適用する減衰定数について記載す
る。固有周期が 0.05秒以下となる
方向については「―」とする。 
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柔なポンプの場合は下表を用いる。 

 

表 3－6 設計用地震力 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 〇〇建屋 T.M.S.L. 〇〇(T.M.S.L. 〇〇＊1) 

 固有周期(s) 水平：*.**＊2  鉛直：0.05以下 

 減衰定数(％) 水平：*.*  鉛直：－ 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊3 応答鉛直 

震度＊3 

応答水平震度＊4 応答鉛直 

震度＊4 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 *.***       

・・・・        

ｎ次 *.***       

ｎ＋１次 *.***       

動的地震力＊5       

静的地震力＊6       

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｄ）より得られる震度を示す。 

＊4：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

＊5：Ｓｓ又はＳｄに基づく設計用最大応答加速度（1.2・ZPA）より定めた震度を示す。 

＊6：静的震度（3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶ）を示す。 

 

 

3.6 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【○○○○ポンプの耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 

n次までは固有周期が 0.050sより長いモード，n＋1次は固有周期が 0.050s以下のモードを示す。 



 

 

 

K7
 ①

 Ⅴ
-〇

-
〇
-〇

 R
0 

12 

4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

〇〇〇〇ポンプの地震後の動的機能維持評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-2 

たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

〇〇〇〇ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性であるた

め，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認済加速

度を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度           (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
ピットバレル形 

ポンプ 

水平 **.* 

鉛直 *.* 

原動機 
立形すべり軸受 

電動機 

水平 *.* 

鉛直 *.* 

 

本項は動的機能維持評価が必要な機器の場合 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

〇〇〇〇ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界

を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを確認

した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

 

 

 

（ＤＢ＋ＳＡの場合，以下を追加） 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

〇〇〇〇ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

動的機能維持評価が必要な機器の場合 

動的機能維持評価が必要な機器の場合 
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【〇〇〇〇ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

〇〇〇〇 

ポンプ 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  ＊1 
*.*** 0.05以下 

ＣＨ＝*.** 

又は＊2 
ＣＶ＝*.** 

ＣＨ＝*.** 

又は＊3 
ＣＶ＝*.** Ｃｐ＝     

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用床応答曲線より得られる値 

  ＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線より得られる値 

 

1.2 機器要目 

(1) ボルト                                                              (2) バレルケーシング，コラムパイプ 

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

 

 

 

 

 

 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ 

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa)  

 
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｄｃ 

(mm) 
ｔ 
(mm) 

 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

 

(M ) 
   ― 

     ＊2 

(径≦**mm) 

＊2 

(径≦**mm) 
  バレルケーシング ― 

＊1 

(**mm＜厚

さ≦**mm) 

＊1   

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
  

 

(M ) 
    

＊2 

(径≦**mm) 

＊2 

(径≦**mm) 
  コラムパイプ ― 

＊1 

(**mm＜厚

さ≦**mm) 

＊1   

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
  

 

(M ) 
    

＊2 

(径≦**mm) 

＊2 

(径≦**mm) 
  

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
  

 

(M ) 
    

＊2 

(径≦**mm) 

＊2 

(径≦**mm) 
  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
  

 

(M ) 
    

＊2 

(径≦**mm) 

＊2 

(径≦**mm) 
  

Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

最高使用圧力が吸込側／吐出側とも同じであれば

区別せず，最高使用圧力を記載する。 

ボルトの評価温度を記載する。 

なお，使用しない場合は「―」とする。 

Ｍｐが生じない場合は“―”とする。 

厚さ，径等による強度区分がある場合は， 

該当する強度区分を記載する。 

（バレルケーシング，コラムパイプについても同様とする。) 

 

  

オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金に該当する場合は記載する。 

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

設計震度をとっている床レベルを記載する。 

ボルト径を記載する。 

 

固有周期が，0.05sを超え柔構造となった場合は，注記符

号を付記し，設計用震度について注記で説明する。 

＊
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1.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力                                                        (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力 

  (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N)  

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
      バレルケーシング   

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
      コラムパイプ   

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
      

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
      

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
      

  

1.4 結論 

1.4.1 固有周期               (単位：s) 

モード 固有周期 

水平 1次 ＴＨ１＝*.*** 

鉛直 1次 ＴＶ１＝0.05以下 

 

1.4.2 ボルトの応力                                     (単位：MPa)   1.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力           (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
 

 

 

部材 材料  
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力  
バレルケーシング SM400B 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝ Ｓａ＝ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
SCM435 

引張り σｂ１＝  ƒｔｓ１＝    ＊ σｂ１＝  ƒｔｓ１＝    ＊  基準地震動Ｓｓ σ＝ Ｓａ＝ 

せん断 τｂ１＝  ƒｓｂ１＝  τｂ１＝  ƒｓｂ１＝   
コラムパイプ SM400B 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝ Ｓａ＝ 

ポンプ取付ボルト(下)  

（ｉ＝2） 
SCM435 

引張り σｂ２＝  ƒｔｓ２＝    ＊ σｂ２＝  ƒｔｓ２＝    ＊  基準地震動Ｓｓ σ＝ Ｓａ＝ 

せん断 τｂ２＝  ƒｓｂ２＝  τｂ２＝  ƒｓｂ２＝   すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上)  

（ｉ＝3） 
SCM435 

引張り σｂ３＝  ƒｔｓ３＝    ＊ σｂ３＝  ƒｔｓ３＝    ＊ 

 

 

せん断 τｂ３＝  ƒｓｂ３＝  τｂ３＝  ƒｓｂ３＝     

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
SCM435 

引張り σｂ４＝  ƒｔｓ４＝    ＊ σｂ４＝  ƒｔｓ４＝    ＊ 
 

   

せん断 τｂ４＝  ƒｓｂ４＝  τｂ４＝  ƒｓｂ４＝     

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
SCM435 

引張り σｂ５＝  ƒｔｓ５＝    ＊ σｂ５＝  ƒｔｓ５＝    ＊ 
 

   

せん断 τｂ５＝  ƒｓｂ５＝  τｂ５＝  ƒｓｂ５＝     

すべて許容応力以下である。                注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi] 
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1.4.4 動的機能の評価結果                   (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 *.** **.* 

鉛直方向 *.** *.* 

原動機 
水平方向 *.** *.* 

鉛直方向 *.** *.* 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度 

又は設計用最大応答加速度（1.0・ZPA）のいずれか大きい方を，鉛直方向は設計用最大応答加速度（1.0・ZPA）を設定する。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

動的機能維持評価が必要な機器の場合は本表を追加する。 

（「機能維持評価用加速度≦機能確認済加速度」の場合の記載を示す。） 

加速度比較でＮＧとなり，詳細評価が必要な場合は， 

評価結果を追加する。 

 水平方向は，ポンプにあってはコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度
又は設計用最大応答加速度のどちらか大きい方を記載する。 

 鉛直方向は，設計用最大応答加速度を記載する。 
 設計用最大応答加速度は，設計用最大応答加速度Ⅰ（1.0・ZPA）又は設計用最大応答
加速度Ⅱ（1.0・ZPA）を記載する。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

 

(mm 2) 

断面二次  

モーメント  

(mm 4) 

断面二次  

極モーメント  

(mm 4) 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

31      

32      

 

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号  ばね定数  

1 15 (N/mm) 

3 17 (N/mm) 

6 20 (N/mm) 

9 23 (N/mm) 

12 38 (N/mm) 

13 39 (N/mm) 

17 27 (N/mm) 

31 33 (N･mm/rad) 
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(4) 節点の質量 

節点番号  
質量  

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1      

2      

3      

4      

5      
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原動機取付ボルト 原動機台取付ボルト ポンプ取付ボルト（上） 

Ａ～Ａ矢視図 Ｂ～Ｂ矢視図 

 

Ｃ～Ｃ矢視図 

 

ポンプ取付ボルト（下） 

 

基礎ボルト 

Ｄ～Ｄ矢視図 Ｅ～Ｅ矢視図 

 

原動機取付ボルト 

原動機台取付ボルト 

ポンプ取付ボルト（上） 

ポンプ取付ボルト（下） 

基礎ボルト 

本図は，原則として「機器要目」の箇所に記載するものとする。 

ただし，配置上入らない場合は本図のように最終ページに記載するものとする。 

なお，ＤＢ＋ＳＡの場合は，ＳＡの結果表の最終ページに記載するものとする。 

コラムパイプ 

バレルケーシング 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

〇〇〇〇 

ポンプ 
常設／防止 

原子炉建屋 

T.M.S.L.  ＊1 
*.*** 0.05以下 ― ― 

ＣＨ＝*.** 

又は＊2 
ＣＶ＝ Ｃｐ＝     

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線より得られる値 

 

2.2 機器要目 

(1) ボルト                                                              (2) バレルケーシング，コラムパイプ 

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

 

 

 

 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ 

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

 
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｄｃ 

(mm) 
ｔ 
(mm) 

 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

 

(M ) 
   ― 

     ＊2 

(径≦**mm) 

＊2 

(径≦**mm) 
―  バレルケーシング ― 

＊1 

(**mm＜厚

さ≦**mm) 

＊1   

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
  

 

(M ) 
    

＊2 

(径≦**mm) 

＊2 

(径≦**mm) 
―  コラムパイプ ― 

＊1 

(**mm＜厚

さ≦**mm) 

＊1   

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
  

 

(M ) 
    

＊2 

(径≦**mm) 

＊2 

(径≦**mm) 
―  

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
  

 

(M ) 
    

＊2 

(径≦**mm) 

＊2 

(径≦**mm) 
―  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
  

 

(M ) 
    

＊2 

(径≦**mm) 

＊2 

(径≦**mm) 
―  

Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

ボルトの評価温度を記載する。 

なお，使用しない場合は「―」とする。 

厚さ，径等による強度区分がある場合は， 

該当する強度区分を記載する。 

（バレルケーシング，コラムパイプについても同様とする。) 

 

 

オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金に該当する場合は記載する。 

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

【ＤＢ＋ＳＡの場合】 

前項のＤＢ評価に本ＳＡの評価を追加する。 最高使用圧力が吸込側／吐出側とも同じで

あれば区別せず，最高使用圧力を記載する。 

Ｍｐが生じない場合は“―”とする。 

 

【ＳＡ単独の場合】 

本フォーマットを使用する。 

ただし，章番を 1.とする。 

設計震度をとっている床レベルを記載する。 

ボルト径を記載する。 

固有周期が，0.05sを超え柔構造となった場合は，注記符

号を付記し，設計用震度について注記で説明する。 

＊
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2.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力                                                        (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力 

(単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N)  

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  ―  バレルケーシング ―  

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
―  ―  ―  コラムパイプ ―  

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
―  ―  ―  

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
―  ―  ―  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
―  ―  ―  

  

2.4 結論 

2.4.1 固有周期               (単位：s) 

モード 固有周期 

水平 1次 ＴＨ１＝*.*** 

鉛直 1次 ＴＶ１＝0.05以下 

 

2.4.2 ボルトの応力                                      (単位：MPa)    2.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力          (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
 

 

 

部材 材料  
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力  
バレルケーシング SM400B 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
― ― 

基 礎 ボ ル ト  

（ｉ＝1） 
SCM435 

引張り ― ― σｂ１＝  ƒｔｓ１＝    ＊  基準地震動Ｓｓ σ＝ Ｓａ＝ 

せん断 ― ― τｂ１＝  ƒｓｂ１＝   
コラムパイプ SM400B 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
― ― 

ポンプ取付ボルト(下)  

（ｉ＝2） 
SCM435 

引張り ― ― σｂ２＝  ƒｔｓ２＝    ＊  基準地震動Ｓｓ σ＝ Ｓａ＝ 

せん断 ― ― τｂ２＝  ƒｓｂ２＝   すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上)  

（ｉ＝3） 
SCM435 

引張り ― ― σｂ３＝  ƒｔｓ３＝    ＊ 

 

 

せん断 ― ― τｂ３＝  ƒｓｂ３＝     

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
SCM435 

引張り ― ― σｂ４＝  ƒｔｓ４＝    ＊ 
 

   

せん断 ― ― τｂ４＝  ƒｓｂ４＝     

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
SCM435 

引張り ― ― σｂ５＝  ƒｔｓ５＝    ＊ 
 

   

せん断 ― ― τｂ５＝  ƒｓｂ５＝     

すべて許容応力以下である。                注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi] 
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2.4.4 動的機能の評価結果                  (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 *.** **.* 

鉛直方向 *.** *.* 

原動機 
水平方向 *.** *.* 

鉛直方向 *.** *.* 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度 

又は設計用最大応答加速度（1.0・ZPA）のいずれか大きい方を，鉛直方向は設計用最大応答加速度（1.0・ZPA）を設定する。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

動的機能維持評価が必要な機器の場合は本表を追加する。 

（「機能維持評価用加速度≦機能確認済加速度」の場合の記載を示す。） 

加速度比較でＮＧとなり，詳細評価が必要な場合は， 

評価結果を追加する。 

 水平方向は，ポンプにあってはコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度
又は設計用最大応答加速度のどちらか大きい方を記載する。 
 鉛直方向は，設計用最大応答加速度を記載する。 

設計用最大応答加速度は，設計用最大応答加速度Ⅰ（1.0・ZPA）又は設計用最大応答加
速度Ⅱ（1.0・ZPA）を記載する。 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号  
節点座標 (mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号  

（要素番号）  

要素両端の節点  

番号  

材料  

番号  

断面積  

 

(mm 2) 

断面二次  

モーメント  

(mm 4) 

断面二次  

極モーメント  

(mm 4) 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

31      

32      

 

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号  ばね定数  

1 15 (N/mm) 

3 17 (N/mm) 

6 20 (N/mm) 

9 23 (N/mm) 

12 38 (N/mm) 

13 39 (N/mm) 

17 27 (N/mm)  

31 33 (N･mm/rad) 
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(4) 節点の質量 

節点番号  
質量  

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1      

2      

3      

4      

5      
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原動機取付ボルト 原動機台取付ボルト ポンプ取付ボルト（上） 

Ａ～Ａ矢視図 Ｂ～Ｂ矢視図 

 

Ｃ～Ｃ矢視図 

 

ポンプ取付ボルト（下） 

 

基礎ボルト 

Ｄ～Ｄ矢視図 Ｅ～Ｅ矢視図 

 

原動機取付ボルト 

原動機台取付ボルト 

ポンプ取付ボルト（上） 

ポンプ取付ボルト（下） 

基礎ボルト 

本図は，原則として「機器要目」の箇所に記載するものとする。 

ただし，配置上入らない場合は本図のように最終ページに記載するものとする。 

コラムパイプ 

バレルケーシング 
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付録-4：基本方針（添付資料）を呼び込む設備の耐震計算書 

（Ｆパターン「計装ラック」の耐震計算書記載例） 
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・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 

〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕 



  

 

1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，〇〇〇〇計装ラックが設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを説明するものである。 

〇〇〇〇計装ラックは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基

準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

なお，〇〇〇〇計装ラックは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の直立形計装ラックで

あるため，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計装ラックの耐震性についての計算書

作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

〇〇〇〇計装ラックの構造計画を表 2－1に示す。 
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・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 

〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書の目次構成は， 

「2.1 配置概要」，「2.2 構造計画」，「2.3 適用基準」となる。 

 

2.3 適用基準 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書のみ対象とする。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備でⅤ-2-1-14「計算書作成の

方法 添付資料-7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に

記載されていない「適用基準」がある場合は記載する。その場合は，目次にも本

項目を記載する。 

2.1 配置概要 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書のみ対象とする。 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設に係る設備の設置箇所を説明する。 

その場合は，目次にも本項目を記載する。 
 



  

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボル

トにより計器取付板に固

定され，取付板は，取付

板取付ボルトにより計装

ラックに固定される。 

計装ラックは，チャンネ

ルベースにラック取付ボ

ルトで設置する。 

 

計装ラック 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた・・・計装ラ

ック） 

【〇〇】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：ｍｍ) 

チャンネルベース 
（長辺方向） 

 
 

ラック 

取付ボルト 

（短辺方向） 

正面 
側面 

床 

計装ラック 

検出器 

取付板取付ボルト 

計器取付ボルト 

取付板 

○○○○ 

○
○
○
○ 

○○○○ 

2
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出 

振動試験装置により固有振動数を測定する。測定の結果，固有周期は 0.05 秒以下であ

り，剛であることを確認した。固有周期の算出結果を表 3－〇に示す。 

 

 

表 3－〇 固有周期              (単位：s) 

水平 *.*** 

鉛直 0.05 以下 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 固有周期 

 3.1 固有周期の算出 

プラスチックハンマ等により，当該装置に振動を与え自由減衰振動を固有振動数測定装

置（圧電式加速度ピックアップ，振動計，分析器）により記録解析する。試験の結果，剛で

あることを確認した。固有周期の算出結果を表 3－〇に示す。 

 

 

 

 

  

固有周期をスイープ試験（加振試験）にて求める場合の記載を示す。 

また，類似品の結果を流用する場合の記載例は以下とする。 

・〇〇の固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ計装ラックに対

する振動試験（加振試験）の結果算定された固有周期を使用する。 

固有周期を類似品の結果を流用する場合の記載例は以下とする。 

・〇〇の固有周期は，構造が同等であり，同様な振動特性を持つ計装ラックに対す

る振動試験（自由振動試験）の結果算定された固有周期を使用する。 

加振試験にて柔な領域に固有周期がないことを確認したもので，数値が

定まっていないものについては，「0.05 以下」と記載する。 

固有周期の記載については，振動試験（加振試験），振動試験（自由振動試験）にて求

める場合又は構造が同様な他計器の結果から判断する場合のいずれかを記載する。 

3 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

〇〇〇〇計装ラックの構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 計装

ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

〇〇〇〇計装ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

〇〇〇〇計装ラックの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3

のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

〇〇〇〇計装ラックの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【○○○○計装ラックの耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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・ＤＢ＋ＳＡの場合の記載例を示す。 

〔ＤＢ単独又はＳＡ単独の場合は，それぞれの該当する項目のみ記載する。〕 



 

 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 〇〇〇〇計装ラック Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 〇〇〇〇計装ラック 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備，「常設／防止(ＤＢ拡張)」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和(ＤＢ拡

張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

5
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該当する設備分類のみ記載する。 

＊
 



 

 

表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

6
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・ＤＢ＋ＳＡの場合を示す。 

・ＤＢ単独の場合は，許容応力（その他の支持構造物） 
・ＳＡ単独の場合は，許容応力（重大事故等その他の支持構造物）とする。 

・ＤＢ＋ＳＡの場合は，ⅤＡＳを追加する。 

許容応力を記載するすべての表に「当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされ

ている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。」の注記を記載する。 

＊
 

＊
 



 

 

 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
〇〇 

（**mm＜径≦**mm） 
周囲環境温度    ― 

 

 

 

 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

ラック取付ボルト 
〇〇 

（**mm＜径≦**mm） 
周囲環境温度    ― 

7
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厚さ，径等による強度区分がある場合は，

該当する強度区分を記載する。 

厚さ，径等による強度区分がある場合は，

該当する強度区分を記載する。 

該当しない場合は 

「―」とする。 

 

該当しない場合は 

「―」とする。 

 



 

 

5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

〇〇〇〇計装ラックの電気的機能維持評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-7 

計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

〇〇〇〇計装ラックに設置される検出器の機能確認済加速度は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき，同形式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認

した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 5－1に示す。 

 

表 5－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

〇〇〇〇ポンプ 

出口流量 

水平 **.** 

鉛直 *.** 

〇〇〇〇ポンプ 

出口圧力 

水平 **.** 

鉛直 *.** 

〇〇〇〇熱交換器 

冷却水流量 

水平 **.** 

鉛直 *.** 

 

 

K
7
 
①

 Ⅴ
-〇

-
〇
-
〇

 R
0 

8 

 

加振試験を根拠として電気的機能維持評価を示す場

合，加振試験の概要が分かるよう記載する。 



 

 

6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

〇〇〇〇計装ラックの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有していること

を確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

〇〇〇〇計装ラックの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 K
7
 
①

 Ⅴ
-〇

-
〇
-
〇

 R
0 

9 

 



 

 

1
0
 

K7 ① Ⅴ-〇-〇-〇 R0 

 

【〇〇〇〇計装ラックの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
建屋 

T.M.S.L.    ＊ 
*.*** 0.05 以下 ＣＨ＝ ＣⅤ＝ ＣＨ＝ ＣⅤ＝  

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2）     ＊1 
 

（ M  ） 
  

 

（**mm＜径≦**mm）

 

 

部材 
１ｉ＊2

 

(mm) 
２ｉ＊2

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

0＊1 2140＊1 2 
241 276 長辺方向 長辺方向 

0＊1 2140＊1 2 

 

 

ボルト径を記載する。 

固有周期が，0.05s を超え柔構造となった場合は，注記符号を付記し，設

計用震度について注記で説明する。 

＊○：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用床応答曲線から得られる値 

＊○：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値 

据付場所の床面高さと設計震度をとっている高さが異な

る場合は， 

基準床レベルとして（T.M.S.L.  ＊）を追加し，据付場

所の T.M.S.L.から＊を削除する。 

例：中央制御室などの中間階に設置する設備，壁掛形計装

ラック等に適用 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

  ＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
＊

 

注記＊：基準床レベルを示す。 

厚さ，径等による強度区分がある場合には， 
該当する強度区分を記載する。 

保守的な寸法を取る場合のみ記載する。 



 

 

1
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                        (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動Ｓｄ
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

    

 

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                                            (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 
引張り σb２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ σb２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ 

せん断 τb２＝  ƒｓｂ２＝ τb２＝ ƒｓｂ２＝ 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 

  

  



 

 

1
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1.4.2 電気的機能の評価結果                     (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

〇〇〇〇ポンプ 

出口流量 

水平方向 *.** *.** 

鉛直方向 *.** *.** 

〇〇〇〇ポンプ 

出口圧力 

水平方向 *.** *.** 

鉛直方向 *.** *.** 

〇〇〇〇熱交換器 

冷却水流量 

水平方向 *.** *.** 

鉛直方向 *.** *.** 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

設計用最大応答加速度Ⅰ（1.0・ZPA）又は 
設計用最大応答加速度Ⅱ（1.0・ZPA）を記載する。 

【後施アンカの場合】 

基礎ボルトが後施工の場合は，アンカの種類（メカニカルアン
カ又はケミカルアンカ）を記載する。 
又，本基本方針を呼び込む個別計算書の表 2－1構造計画の

「概略構造図」欄にもアンカの種類を記載する。 
例：基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

ラック，基礎及びボルト

の形状は実機ベースで記

載する。 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
建屋 

T.M.S.L.    ＊ 
*.***  0.05 以下 ― ― ＣＨ＝ ＣⅤ＝  

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

取付ボルト 

（ｉ＝2）       ＊1  
（M   ）   

 

 

（**mm＜径≦**mm）

 

 

 

部材 
１ｉ＊2

 

(mm) 
２ｉ＊2

 

(mm) 
ｎｆｉ

＊2 
Ｆｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

     ＊1      ＊1  
―  ―  

     ＊1      ＊1  

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊：基準床レベルを示す。 

＊
 

【ＤＢ＋ＳＡの場合】 
前項のＤＢ評価に本ＳＡの評価を追加する。 固有周期が，0.05s を超え柔構造となった場合は，注記符号を付記し，

設計用震度について注記で説明する。 

＊○：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線から得られる値 

据付場所の床面高さと設計震度をとっている高さが

異なる場合は，基準床レベルとして（T.M.S.L.  ＊）

を追加し，据付場所の T.M.S.L.から＊を削除する。 

例：中央制御室などの中間階に設置する設備，壁掛形

計装ラック等に適用 

厚さ，径等による強度区分がある場合には， 
該当する強度区分を記載する。 

ボルト径を記載する。 

保守的な寸法を取る場合のみ記載する。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                        (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動Ｓｄ
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―   ―   

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―   ―  

 

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                                            (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 
引張り ―  ―  σb２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ 

せん断 ―  ―  τb２＝ ƒｓｂ２＝ 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 
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2.4.2 電気的機能の評価結果                     (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

〇〇〇〇ポンプ 

出口流量 

水平方向 **.** **.** 

鉛直方向 *.** *.** 

〇〇〇〇ポンプ 

出口圧力 

水平方向 **.** **.** 

鉛直方向 *.** *.** 

〇〇〇〇熱交換器 

冷却水流量 

水平方向 **.** **.** 

鉛直方向 *.** *.** 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【後施アンカの場合】 
基礎ボルトが後施工の場合は，アンカの種類（メカニカルアン

カ又はケミカルアンカ）を記載する。 
又，本基本方針を呼び込む個別計算書の表 2－1構造計画の
「概略構造図」欄にもアンカの種類を記載する。 

例：基礎ボルト（ケミカルアンカ） 

設計用最大応答加速度Ⅰ（1.0・ZPA）又は 

設計用最大応答加速度Ⅱ（1.0・ZPA）を記載する。 

ラック，基礎及びボルト

の形状は実機ベースで記

載する。 


